
政策局　平成２６年度　局運営方針
１．主な現状と課題

総合振興計画の推進イメージ

（１）総合振興計画の推進
市政運営の基本となる総合振興計画のうち、基本構想（目標年次：平成32

年度）に基づき、後期基本計画（計画期間：平成26～32年度）及び実施計画
（計画期間：平成26～29年度）の着実な推進を図ることが必要です。

（２）「さいたま市本庁舎整備審議会」の開催
「合併協定書（平成12年９月）」にある「新市の事務所の位置」など、本

庁舎のあり方については、本庁舎整備審議会を設置し、議論を進めていると
ころです。

本庁舎のあり方に関する方向性や方針等の事項について、具体的かつ専門

的な議論をさらに深めていく必要があります。
また、本庁舎等は、行政サービスや災害応急対策の拠点となる重要な施設

であり、施設の更新の時期に備え、必要な財源を計画的に積み立てることが
必要です。

人口減少、超高齢社会の到来を目前に控え、行政運営を取り巻く環境が年々

厳しさを増している中、社会経済情勢の変化に即応しながら、より一層戦略的

な都市経営を推進する必要性がますます高まっています。

その中で、市政運営の基本となる総合振興計画基本構想に掲げられた本市の

将来都市像の実現に向けて、総合的かつ計画的に事業の見直し、改善、企画立

案を先導しながら、市民生活向上のための諸施策を推進することが必要であり、

市政に関連する情報の収集・提供も求められています。

また、市政運営上、特に重要な課題である「本庁舎のあり方の検討」、「浦

和美園～岩槻地域成長・発展」及び「地下鉄７号線の延伸」については、着実

に取組を進めていく必要があります。

さらに、行政事務の高度化・効率化と市民サービスの向上を図るため、ＩＣ

Ｔ（情報通信技術）の積極的な活用が求められています。
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インターネットの利用者数及び人口普及率の推移

(出典)平成25年度情報通信に関する現状報告（総務省）

（３）ＩＣＴを活用した行政サービスの向上
総務省が取りまとめた報告書によると、平成24年末のインターネット利用

者数は、9,652万人、人口普及率は79.5％となっており、本市においても、さ
らなる行政サービス向上に寄与したＩＣＴ利活用の推進が求められています。
現行計画である「第三次さいたま市情報化計画」を着実に実行し、行政サ

ービスの充実に取り組むとともに、急速に普及するスマートフォンや新たな
技術に対応した次期情報化計画の策定と併せ、本市の情報システム経費の適
正化及び情報セキュリティの強化推進を図る必要があります。

（５）情報システムの更改

平成25年度までに新情報センターを整備し、システム機器を移転したこと

で、従来より安全で安定したシステム運用ができるようになりました。

平成26年度には、市民の利便性向上のために、平成25年度から継続して公

共施設予約システム及び地理情報システムの再構築並びに新規事業として自

動交付機システムの再構築に取り組む必要があります。

また、法制定・法改正対応として、本市の情報システム基盤の改修を、各

業務主管課と協力して実施する必要があります。

（４）社会保障・税番号制度の整備

平成25年5月24日に「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）」が成立したことを

受け、平成26年度は、本市が対応すべき業務内容の確認・見直し及び特定個

人情報保護評価を行う必要があります。

また、住民記録・税等の各システム改修の全体調整や進捗管理を行うこと

が必要です。
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（６）浦和美園～岩槻地域の成長・発展と地下鉄７号線延伸の早期実現

浦和美園～岩槻地域の成長・発展は、地下鉄７号線延伸実現を強力に後押

しするとともに、既設線を運行する埼玉高速鉄道（株）の経営安定化に大き

く寄与し、ひいては市全体の魅力・価値を高める重要事項です。そのため

「浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン」の各種方策のマネジメントを徹底

して行うことにより、地下鉄７号線延伸の実現、さらには東日本の中枢都市

を目指す必要があります。

あわせて、埼玉高速鉄道（株）の経営安定化に向け、引き続き埼玉県及び

川口市と共同で財政支援を行い、利用促進策を実施するとともに、１日も早

い事業着手（都市鉄道等利便増進法に基づく鉄道事業者による申請手続に入

ること）を目標に、県や鉄道事業者など関係機関と連携して、地下鉄７号線

延伸に関する施策を進める必要があります。
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（７）情報収集・提供及び関係機関との連絡調整

市の政策立案、施策、事業の推進及び市政の発展に寄与するため、市政に

関連する情報の収集・提供、国会・各省庁その他関係機関との連絡調整、提

案要望活動等の支援が必要です。また、本市の魅力に関連する情報等も発信

していくことが必要です。
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２．基本方針・区分別主要事業

（１）総合振興計画後期基本計画及びそれに基づく実施計画の着実な推進を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

1 総合振興計画推進事業 16,081 37,067 総合振興計画の計画書を作成・配布するとと

〔企画調整課〕 (16,081) (37,067) もに、計画推進に当たっての課題や進行管理

の方法等について検討しながら、後期基本計

画及び実施計画を着実に推進

（２）本庁舎のあり方について、具体的かつ専門的な議論をさらに深めるとともに、本庁舎等の

　　整備に必要な財源について、計画的に積立てを行います。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

2 本庁舎整備審議会の開 6,692 5,947 本庁舎の整備に関し必要な事項を調査審議す

催 (6,692) (5,947) る「さいたま市本庁舎整備審議会」の開催

〔企画調整課〕

3 庁舎整備基金積立金 505,949 507,419 本庁舎等の整備に必要な経費に充てるため設

〔企画調整課〕 (500,000) (500,000) 置した「さいたま市庁舎整備基金」へ積立て

（３）情報システム最適化事業を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

4 拡 情報システム最適化事 108,514 72,659 情報化技術を効果的に利活用した行政サービ

行 業 (108,514) (72,659) スの展開と市民ニーズの実現、情報システム

〔ＩＣＴ政策課〕 経費の適正化及び情報セキュリティの強化推

進

基本的な施策を体系的に定め、本市の都市づくりを総合的・計画的に進めていくための

指針となる総合振興計画後期基本計画及びそれに基づく実施計画の推進を図ります。

また、本市の重要課題である｢本庁舎のあり方の検討｣、｢浦和美園～岩槻地域成長・発

展｣及び｢地下鉄７号線の延伸｣に関する取組をより積極的に進めます。

さらに、安定的な情報システムの運用を継続して実施するとともに、電子市役所構築を

推進し、情報システム経費の適正化及び情報セキュリティの強化に取り組みます。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　倍 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成 … 成長戦略事業
〔区分〕　行 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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（４）社会保障・税番号制度を整備します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

5 拡 情報システム最適化事 23,524 0 社会保障・税番号制度の整備のため、各シス

行 業 (23,524) (0) テム改修の全体調整や進捗管理を実施

〔ＩＣＴ政策課番号制

度整備室〕

（５）情報システムの安定運用を確保します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

6 情報システム更改事業 577,872 447,738 旧態化したシステムの再構築と機器の更新に

〔情報システム課〕 (452,832) (446,898) より、安定稼働を確保するとともに、法令等

に対応してシステムを改修

（６）浦和美園～岩槻地域成長・発展のため、各種方策を戦略的に推進するとともに、地下鉄７

　　号線の延伸及び埼玉高速鉄道線の支援に積極的に取り組みます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

7 成 浦和美園・岩槻地域間 60,468 53,681 浦和美園～岩槻地域の魅力を高め、定住人口

成長発展事業 (60,468) (52,681) 及び交流人口の創出を図るため、「浦和美園

〔東部地域・鉄道戦略 ～岩槻地域成長・発展プラン」に位置付けら

室〕 れた各種方策を推進

8 埼玉高速鉄道線支援事 559,200 545,800 埼玉高速鉄道（株）に対する経営基盤強化の

業 (140,200) (139,800) ための出資及び資金調達円滑化のための貸付

〔東部地域・鉄道戦略 け

室〕

9 成 地下鉄７号線延伸促進 27,108 28,137 先行整備区間である浦和美園から岩槻までの

事業 (21,050) (22,050) 地下鉄７号線の延伸促進

〔東部地域・鉄道戦略

室〕

（７）指定都市として積極的に情報を収集・発信します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

No 区分 事業名 26年度 25年度 説明

10 東京事務所管理運営事 10,019 9,744 市政に関連する情報の収集・提供、国会・各

業 (10,019) (9,744) 省庁その他関係機関との連絡調整、本市の魅

〔東京事務所〕 力に関連する情報の発信

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業　　倍 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成 … 成長戦略事業
〔区分〕　行 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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３．平成２６年度予算案における見直し事業一覧
（単位：千円）

課名 見直し事業名
見直しの理由及び内容

（代替事業等があれば記載）
コスト
削減額

情報システム課
電算消耗品の一部の
取得廃止

新情報センターに移行することで、バックアップ
データ保存用媒体が一部不要になったため取得を廃
止する

△ 410

情報システム課
電算施設設備維持管
理修繕業務の廃止

新情報センターに移行することで、情報システムセ
ンターの空調機器の修繕が不要になったため廃止す
る

△ 8,548

情報システム課
ＵＰＳ設備保守業務
の廃止

新情報センターに移行することで、情報システムセ
ンターのＵＰＳ（無停電電源装置）が不要になり、
また、本庁のＵＰＳを保守のいらない小型のものに
交換したことで、これらの保守業務が不要になった
ため廃止する

△ 1,996

情報システム課
情報センターサーバ
室等空調機設備保守
業務の廃止

新情報センターに移行することで、情報システムセ
ンターの空調機器の保守が不要になったため廃止す
る

△ 2,628

情報システム課
磁気テープ遠隔地保
管業務の廃止

新情報センターに移行することで、バックアップ
データの遠隔地保管が不要になったため廃止する

△ 1,900

情報システム課
情報システム統合運
用事業の縮小

情報システム運用最適化業務の調達方法を、随意契
約から競争入札に見直したことで、競争効果が期待
できるため、予算額を縮小する

△ 6,383

東部地域・鉄道
戦略室

イベントシャトルバ
ス運行事業の廃止

浦和美園駅～岩槻駅間快速バスの積極的活用を図る
こととし、イベントシャトルバスの運行事業を見直
し、廃止する

△ 4,000

東部地域・鉄道
戦略室

情報発信業務の削減
ウェブサイトの効率化を図るため、管理方法の見直
しを行い予算額を縮小する

△ 298
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